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別表 

改 正 前 改 正 後 

第１ 趣旨 

この要領は、消防団員の公務災害防止のために、市町村等が行う安全装備

品整備事業又は個別健康指導事業に対し、消防団員等公務災害補償等共済基

金（以下「基金」という。）が助成金を交付する事業に関し必要な事項を定

めるものとする。 

第２ 定義 

(1) この要領において「市町村等」とは、基金との間に消防団員等公務災

害補償責任共済契約を締結している市町村又は水害予防組合をいう。市

町村等が一部事務組合又は広域連合である場合には、当該一部事務組合

又は広域連合を組織する市町村、一部事務組合及び広域連合を含むもの

とする。 

(2)～(5) （略） 

第３ 消防団員安全装備品整備事業助成金 

１ 助成対象団体 

次に掲げる市町村等とする。 

ア 市町村 

イ～エ （略） 

２ 助成対象品目（メニュー）及び助成条件 

次に掲げる品目（メニュー）に該当し、かつ、助成条件を満たすものと

する。 

品 目（メニュー） 助成条件 

安全帽 消防団員個人の消防団活動中の安全

第１ 趣旨 

この要領は、消防団員の福祉の増進を図るため、市町村等が公務災害防止

のために行う安全装備品整備事業又は個別健康指導事業に対し、消防団員等

公務災害補償等共済基金（以下「基金」という。）が助成金を交付する事業

に関し必要な事項を定めるものとする。 

第２ 定義 

(1) この要領において「市町村等」とは、基金との間に消防団員等公務災

害補償責任共済契約を締結している市町村、一部事務組合（これを組織

する地方公共団体を含む。以下同じ。）、広域連合（これを組織する地

方公共団体を含む。以下同じ。）又は水害予防組合をいう。 

 

(2)～(5) （略） 

第３ 消防団員安全装備品整備事業助成金 

１ 助成対象団体 

次に掲げる市町村等とする。 

ア 市町村（次のイ又はウが、当該市町村分を申請する場合を除く。） 

イ～エ （略） 

２ 助成対象品目（メニュー）及び助成条件 

次に掲げる品目（メニュー）に該当し、かつ、助成条件を満たすものと

する。 

品 目（メニュー） 助成条件 

安全帽 消防団員個人の消防団活動中の安全
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改 正 前 改 正 後 

救助用半長靴（先芯、靴底鋼板入り

のもの） 

性と行動性を高めるもの 

防火服 

防火帽 

防火用長靴 

防火手袋 

耐切創性手袋 

反射チョッキ 

防寒衣 

携帯用投光器（ヘッドランプを含

む。） 

救命胴衣 

雨衣上下（反射テープ付きであるこ

と。ポンチョ型は不可） 

防塵メガネ 

防塵マスク（使い捨ては不可。継続

的な使用に耐えられるもの） 

投光器 

消防団活動中の安全性と行動性を高

めるもの 

発電機（投光器のために使用するも

の） 

無線機器（特定小電力トランシーバ

ー等） 

救助用半長靴（先芯、靴底鋼板入り

のもの） 

性と行動性を高めるもの 

防火服 

防火帽 

防火用長靴 

防火手袋 

耐切創性手袋 

反射チョッキ 

防寒衣 

携帯用投光器（ヘッドランプを含

む。） 

救命胴衣 

雨衣上下（反射テープ付きであるこ

と。ポンチョ型は不可） 

防塵メガネ 

防塵マスク（使い捨ては不可。継続

的な使用に耐えられるもの） 

切創防止用保護衣（チェーンソー用

で、下肢を保護できるもの） 

感染防止用防御具（作業衣、帽子、

手袋、眼鏡その他着用することによ

って病原体等にばく露することを防

消防団員個人の消防団活動中の新型

コロナウイルス感染症への感染防止

に資するもの 
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改 正 前 改 正 後 

血圧計 消防団員の健康管理に資するもの 

その他基金理事長が特に認めるもの 事前に基金に協議すること。 

（備考）１ 投光器などの機械、器具等については、その性能を常に良好な状

態に保つように点検、整備等に努めること。 

    ２ 無線機器については、登録費用、設置費用、資格取得料等の付随

費用は含まないものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

３・４ （略） 

様式第１ 

番   号 

年 月 日 

消防団員等公務災害補償等共済基金理事長 あて 

市町村等の長名 印 

消防団員安全装備品整備事業助成金申請書 

標記事業について助成を受けたいので、次のとおり申請します。 

１ 事業の内容、整備方針等 

 

止するための個人用の道具で、継続

的な使用に耐えられるもの） 

投光器 

消防団活動中の安全性と行動性を高

めるもの 

発電機（投光器のために使用するも

の） 

無線機器（特定小電力トランシーバ

ー等） 

血圧計 消防団員の健康管理に資するもの 

その他基金理事長が特に認めるもの 事前に基金に協議すること。 

（備考）１ 投光器などの機械、器具等については、その性能を常に良好な状

態に保つように点検、整備等に努めること。 

    ２ 無線機器については、登録費用、設置費用、資格取得料等の付随

費用は含まないものとする。 

３・４ （略） 

様式第１ 

番   号 

年 月 日 

消防団員等公務災害補償等共済基金理事長 あて 

市町村等の長名 

消防団員安全装備品整備事業助成金申請書 

標記事業について助成を受けたいので、次のとおり申請します。 

１ 事業の内容、整備方針等 
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改 正 前 改 正 後 

（記入例） 

消防団員の公務災害を防止するため、年度別整備計画を作成し、計画的

に安全装備品の充実を図り、安全を確保する。 

また、公務災害防止のためには、安全装備品の充実とともに、消防団員

自らの安全に関する意識向上が必要であると考え、基金の公務災害防止研

修を全消防団員を対象に実施する。 

２ 総事業費、助成金申請額 

品目（メニ

ュー） 
事業完了予定日 数量 総事業費（円） 合計（円） 

 年 月 日    

 年 月 日   

 年 月 日   

申請金額（千円）  

（注１）品目（メニュー）の欄は、第３の２「品目（メニュー）」から該当

するもの（最も近いもの）を選択して記入すること。 

 

 

 

（注２）事業完了予定日の欄は、12 月 10 日以前の日付で、必要な検査証等

の交付される日又は検収の日のうち、いずれか遅い日を記入するこ

と。 

（注３）数量の欄は、総事業費に係る数量を記入すること。ただし、その数

（記入例） 

消防団員の公務災害を防止するため、年度別整備計画を作成し、計画的

に安全装備品の充実を図り、安全を確保する。 

また、公務災害防止のためには、安全装備品の充実とともに、消防団員

自らの安全に関する意識向上が必要であると考え、基金の公務災害防止研

修を全消防団員を対象に実施する。 

２ 総事業費、助成金申請額 

品目（メニ

ュー） 
事業完了予定日 数量 総事業費（円） 合計（円） 

 年 月 日    

 年 月 日   

 年 月 日   

申請金額（千円）  

（注１）品目（メニュー）の欄は、第３の２「品目（メニュー）」から該当

するもの（最も近いもの）を選択して記入すること。なお、感染防止

用防御具の場合は、「感染防止用防御具」の次に括弧書きで具体的な

道具の名称を記入し、複数の種類の当該道具を申請するときは複数の

行に記入すること。 

（注２）事業完了予定日の欄は、12 月 10 日以前の日付で、必要な検査証等

の交付される日又は検収の日のうち、いずれか遅い日を記入するこ

と。 

（注３）数量の欄は、総事業費に係る数量を記入すること。ただし、その数
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改 正 前 改 正 後 

量が申請する年度の 4 月 1 日現在の実員数以上である場合、実員数を

超える数量に係る額については、助成の対象外とする。 

（注４）総事業費の欄は、事業費の総額（消費税を含む。）を記入するこ

と。 

（注５）申請金額の欄は、都道府県が定めた上限額、又は、総事業費を合計

した額の千円未満の端数を切捨てた金額を記入すること。 

（注６）申請金額は、総事業費の一部であっても可とする。 

３ 担当者連絡先 

所   属 部          課（室） 

職名・氏名  

所在地等 

〒□□□‐□□□□ 

 

TEL         FAX 

メールアドレス 

添付書類 

１ 総事業費の見込額がわかるもの（見積書等）。 

２ 購入予定品の仕様がわかるもの（カタログ等）。 

３ 消防団の現況（申請する年度の 4 月 1 日現在の実員数がわかるもの。

組織構成、配置状況等） 

４ 上記２の各品目（メニュー）の数量が申請する年度の 4 月 1 日現在の

実員数を超える場合、実員数分に係る申請額がわかるもの。 

５ 様式第１の別紙 

様式第１の別紙 （略） 

量が申請する年度の 4 月 1 日現在の実員数以上である場合、実員数を

超える数量に係る額については、助成の対象外とする。 

（注４）総事業費の欄は、事業費の総額（消費税を含む。）を記入するこ

と。 

（注５）申請金額の欄は、都道府県が定めた上限額、又は、総事業費を合計

した額の千円未満の端数を切捨てた金額を記入すること。 

（注６）申請金額は、総事業費の一部であっても可とする。 

３ 担当者連絡先 

所   属 部          課（室） 

職名・氏名  

所在地等 

〒□□□‐□□□□ 

 

TEL         FAX 

メールアドレス 

添付書類 

１ 総事業費の見込額がわかるもの（見積書等）。 

２ 購入予定品の仕様がわかるもの（カタログ等）。 

３ 消防団の現況（申請する年度の 4 月 1 日現在の実員数がわかるもの。

組織構成、配置状況等） 

４ 上記２の各品目（メニュー）の数量が申請する年度の 4 月 1 日現在の

実員数を超える場合、実員数分に係る申請額がわかるもの。 

５ 様式第１の別紙 

様式第１の別紙 （略） 
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改 正 前 改 正 後 

様式第２ （略） 

記載上の注意（様式第２） （略） 

様式第３ 

消基発第  号 

年  月  日 

 市町村等の長 あて 

 （都道府県消防防災主管課には写しを送付） 

消防団員等公務災害補償等共済基金 

理事長名          印 

消防団員安全装備品整備事業助成金決定通知書 

 貴団体が実施する標記事業について次のとおり助成することと決定したの

で、通知します。 

 なお、本事業に係る完了報告書（様式第６）の提出期限は、事業の完了後

1 月以内（遅くとも当該年度の 12 月 10 日まで）となっておりますので、期

限を厳守のうえ、事業が完了したときは、当基金に直接提出願います。 

（単位：千円） 

内容（メニュー） 数量 助成金決定額 

   

   

   

合  計   

※ 助成金決定額は千円未満切捨て 

様式第４ 

様式第２ （略） 

記載上の注意（様式第２） （略） 

様式第３ 

消基発第  号 

年  月  日 

 市町村等の長 あて 

 （都道府県消防防災主管課には写しを送付） 

消防団員等公務災害補償等共済基金 

理事長名 

消防団員安全装備品整備事業助成金決定通知書 

 貴団体が実施する標記事業について次のとおり助成することと決定したの

で、通知します。 

 なお、本事業に係る完了報告書（様式第６）の提出期限は、事業の完了後

1 月以内（遅くとも当該年度の 12 月 10 日まで）となっておりますので、期

限を厳守のうえ、事業が完了したときは、当基金に直接提出願います。 

（単位：千円） 

内容（メニュー） 数量 助成金決定額 

   

   

   

合  計   

※ 助成金決定額は千円未満切捨て 

様式第４ 



7 

改 正 前 改 正 後 

番   号 

年 月 日 

消防団員等公務災害補償等共済基金理事長 あて 

市町村等の長名 印 

安全装備品整備事業変更申請書 

 年 月 日付け消基発第  号により助成金決定された標記事業の内容

を変更したいので、次のとおり申請します。 

１ 変更しようとする理由 

 

 

２ 変更しようとする内容 

品目（メニ

ュー） 
事業完了予定日 数量 総事業費（円） 合計（円） 

 年 月 日    

 年 月 日   

 年 月 日   

申請金額（千円）  

※ 申請金額の欄は、都道府県が定めた上限額、又は、総事業費を合計した

額の千円未満の端数を切り捨てた金額を記入すること。 

３ 変更前の内容 

品目（メニ

ュー） 
事業完了予定日 数量 総事業費（円） 合計（円） 

番   号 

年 月 日 

消防団員等公務災害補償等共済基金理事長 あて 

市町村等の長名 

安全装備品整備事業変更申請書 

 年 月 日付け消基発第  号により助成金決定された標記事業の内容

を変更したいので、次のとおり申請します。 

１ 変更しようとする理由 

 

 

２ 変更しようとする内容 

品目（メニ

ュー） 
事業完了予定日 数量 総事業費（円） 合計（円） 

 年 月 日    

 年 月 日   

 年 月 日   

申請金額（千円）  

※ 申請金額の欄は、都道府県が定めた上限額、又は、総事業費を合計した

額の千円未満の端数を切り捨てた金額を記入すること。 

３ 変更前の内容 

品目（メニ

ュー） 
事業完了予定日 数量 総事業費（円） 合計（円） 
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改 正 前 改 正 後 

 年 月 日    

 年 月 日   

 年 月 日   

申請金額（千円）  

※ 申請金額の欄は、都道府県が定めた上限額、又は、総事業費を合計した

額の千円未満の端数を切り捨てた金額を記入すること。 

４ 担当者連絡先 

所   属 部          課（室） 

職名・氏名  

所在地等 

〒□□□‐□□□□ 

 

TEL         FAX 

メールアドレス 

添付書類 

１ 総事業費の見込額がわかるもの（見積書等）。 

２ 購入予定品の仕様がわかるもの（カタログ等）。 

記載例 （略） 

様式第５ 

消基発第  号 

年  月  日 

 市町村等の長 あて 

 （都道府県消防防災主管課には写しを送付） 

 年 月 日    

 年 月 日   

 年 月 日   

申請金額（千円）  

※ 申請金額の欄は、都道府県が定めた上限額、又は、総事業費を合計した

額の千円未満の端数を切り捨てた金額を記入すること。 

４ 担当者連絡先 

所   属 部          課（室） 

職名・氏名  

所在地等 

〒□□□‐□□□□ 

 

TEL         FAX 

メールアドレス 

添付書類 

１ 総事業費の見込額がわかるもの（見積書等）。 

２ 購入予定品の仕様がわかるもの（カタログ等）。 

記載例 （略） 

様式第５ 

消基発第  号 

年  月  日 

 市町村等の長 あて 

 （都道府県消防防災主管課には写しを送付） 



9 

改 正 前 改 正 後 

消防団員等公務災害補償等共済基金 

理事長名          印 

安全装備品整備事業変更承認通知書 

貴団体が実施する標記事業について次のとおり変更承認すること（しない

こと）と決定したので、通知します。 

なお、本事業に係る完了報告書（様式第６）の提出期限は、事業の完了後

1 月以内（遅くとも当該年度の 12 月 10 日まで）となっておりますので、期

限を厳守のうえ、事業が完了したときは、当基金に直接提出願います。 

（単位：千円） 

変更後の内容（メニュー） 数量 助成金決定額 

   

   

   

合  計   

※ 助成金決定額は千円未満切捨て 

様式第６ 

番   号 

年 月 日 

消防団員等公務災害補償等共済基金理事長 あて 

市町村等の長名 印 

安全装備品整備事業完了報告書 

 標記事業が完了したので、次のとおり報告します。 

１ 完了した事業の内容及び確定を受けようとする助成金額 

消防団員等公務災害補償等共済基金 

理事長名 

安全装備品整備事業変更承認通知書 

貴団体が実施する標記事業について次のとおり変更承認すること（しない

こと）と決定したので、通知します。 

なお、本事業に係る完了報告書（様式第６）の提出期限は、事業の完了後

1 月以内（遅くとも当該年度の 12 月 10 日まで）となっておりますので、期

限を厳守のうえ、事業が完了したときは、当基金に直接提出願います。 

（単位：千円） 

変更後の内容（メニュー） 数量 助成金決定額 

   

   

   

合  計   

※ 助成金決定額は千円未満切捨て 

様式第６ 

番   号 

年 月 日 

消防団員等公務災害補償等共済基金理事長 あて 

市町村等の長名 

安全装備品整備事業完了報告書 

 標記事業が完了したので、次のとおり報告します。 

１ 完了した事業の内容及び確定を受けようとする助成金額 
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改 正 前 改 正 後 

品目（メニ

ュー） 
事業完了日 数量 総事業費（円） 合計（円） 

 年 月 日    

 年 月 日   

 年 月 日   

助成金額（千円）  

（注１）品目（メニュー）の欄は、第３の２「品目（メニュー）」から該当

するもの（最も近いもの）を選択して記入すること。 

 

 

 

（注２）事業完了予定日の欄は、12 月 10 日以前の日付で、必要な検査証等

の交付される日又は検収の日のうち、いずれか遅い日を記入するこ

と。 

（注３）数量の欄は、総事業費に係る数量を記入すること。ただし、その数

量が申請する年度の 4 月 1 日現在の実員数以上である場合、実員数を

超える数量に係る額については、助成の対象外とする。 

（注４）総事業費の欄は、事業費の総額（消費税を含む。）を記入するこ

と。 

（注５）申請金額の欄は、都道府県が定めた上限額、又は、総事業費を合計

した額の千円未満の端数を切り捨てた金額を記入すること。 

（注６）申請金額は、総事業費の一部であっても可とする。 

品目（メニ

ュー） 
事業完了日 数量 総事業費（円） 合計（円） 

 年 月 日    

 年 月 日   

 年 月 日   

助成金額（千円）  

（注１）品目（メニュー）の欄は、第３の２「品目（メニュー）」から該当

するもの（最も近いもの）を選択して記入すること。なお、感染防止

用防御具の場合は、「感染防止用防御具」の次に括弧書きで具体的な

道具の名称を記入し、複数の種類の当該道具の助成を受けようとする

ときは複数の行に記入すること。 

（注２）事業完了日の欄は、12 月 10 日以前の日付で、必要な検査証等の交

付される日又は検収の日のうち、いずれか遅い日を記入すること。 

 

（注３）数量の欄は、総事業費に係る数量を記入すること。ただし、その数

量が申請する年度の 4 月 1 日現在の実員数以上である場合、実員数を

超える数量に係る額については、助成の対象外とする。 

（注４）総事業費の欄は、事業費の総額（消費税を含む。）を記入するこ

と。 

（注５）助成金額の欄は、都道府県が定めた上限額、又は、総事業費を合計

した額の千円未満の端数を切り捨てた金額を記入すること。 

（注６）助成金額は、総事業費の一部であっても可とする。 
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改 正 前 改 正 後 

２ 助成金決定を受けた内容 

品目（メニ

ュー） 
事業完了予定日 数量 総事業費（円） 合計（円） 

 年 月 日    

 年 月 日   

 年 月 日   

申請金額（千円）  

※ 基金から助成金決定を受けた内容を記入すること。 

添付書類 

１ 事業に係る請求書又は領収書（支払先への振込依頼書の写しでも可）

の写し 

２ 事業の内容を明らかにする写真（整備した全体（数量）がわかる写真

（投光器等は組み立てた状態））、その他参考資料 

３ 助成金の振込先（市町村等の指定金融機関） 

金融機関名 
銀行・信金・信組       本店 

農協・信漁連         支店 

金融機関コード 

（必ず記入を） 

 支店コード 

（必ず記入を） 

 

□普通 □当座 □別段 

（該当種別に必ずレ印を） 
口座番号 

 

フリガナ  

預金名義者  

２ 助成金決定を受けた内容 

品目（メニ

ュー） 
事業完了予定日 数量 総事業費（円） 合計（円） 

 年 月 日    

 年 月 日   

 年 月 日   

申請金額（千円）  

※ 基金から助成金決定を受けた内容を記入すること。 

添付書類 

１ 事業に係る請求書又は領収書（支払先への振込依頼書の写しでも可）

の写し 

２ 事業の内容を明らかにする写真（整備した全体（数量）がわかる写真

（投光器等は組み立てた状態））、その他参考資料 

３ 助成金の振込先（市町村等の指定金融機関） 

金融機関名 
銀行・信金・信組       本店 

農協・信漁連         支店 

金融機関コード 

（必ず記入を） 

 支店コード 

（必ず記入を） 

 

□普通 □当座 □別段 

（該当種別に必ずレ印を） 
口座番号 

 

フリガナ  

預金名義者  
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改 正 前 改 正 後 

 

※ 原則、基金からの公務災害補償費、退職報償金の支払口座とする。 

４ 担当者連絡先 

所   属 部          課（室） 

職名・氏名  

所在地等 

〒□□□‐□□□□ 

 

TEL         FAX 

メールアドレス 

様式第７ 

消基発第  号 

年  月  日 

 市町村等の長 あて 

 （都道府県消防防災主管課には写しを送付） 

消防団員等公務災害補償等共済基金 

理事長名          印 

消防団員安全装備品整備事業助成金確定・交付通知書 

 標記について、次のとおり確定し、交付しますので通知します。 

１ 完了した事業の内容及び確定を受けようとする助成金額 

品目（メ

ニュー） 
事業完了日 数量 

総事業費

（円） 

合計

（円） 

助成金確定・交

付額（千円） 

 年 月 日     

 

※ 原則、基金からの公務災害補償費、退職報償金の支払口座とする。 

４ 担当者連絡先 

所   属 部          課（室） 

職名・氏名  

所在地等 

〒□□□‐□□□□ 

 

TEL         FAX 

メールアドレス 

様式第７ 

消基発第  号 

年  月  日 

 市町村等の長 あて 

 （都道府県消防防災主管課には写しを送付） 

消防団員等公務災害補償等共済基金 

理事長名 

消防団員安全装備品整備事業助成金確定・交付通知書 

 標記について、次のとおり確定し、交付しますので通知します。 

１ 完了した事業の内容及び確定を受けようとする助成金額 

品目（メ

ニュー） 
事業完了日 数量 

総事業費

（円） 

合計

（円） 

助成金確定・交

付額（千円） 

 年 月 日     



13 

改 正 前 改 正 後 

 年 月 日   

 年 月 日   

※ 助成金確定・交付額は千円未満切捨て 

２ 交付予定日 

      年  月  日 

３ 助成金の振込先 

  貴職が指定した口座 

第４ 消防団員個別健康指導事業助成金 

１～５ （略） 

様式第８ 

番   号 

年 月 日 

消防団員等公務災害補償等共済基金理事長 あて 

市町村等の長名 印 

消防団員個別健康指導事業助成金申請書 

 標記事業について助成を受けたいので、次のとおり申請します。 

１ 事業の対象等 

対象とする消防団員 対象となる消防団員数 

  

（注）対象とする消防団員（例えば、職場等での健康診断の受診機会がない

消防団員等）の欄は、具体的に記入すること。 

２ 総事業費、助成金申請額 

個別健康指導 事業完了予定日 総事業費（円） 申請金額（千円） 

 年 月 日   

 年 月 日   

※ 助成金確定・交付額は千円未満切捨て 

２ 交付予定日 

      年  月  日 

３ 助成金の振込先 

  貴職が指定した口座 

第４ 消防団員個別健康指導事業助成金 

１～５ （略） 

様式第８ 

番   号 

年 月 日 

消防団員等公務災害補償等共済基金理事長 あて 

市町村等の長名 

消防団員個別健康指導事業助成金申請書 

 標記事業について助成を受けたいので、次のとおり申請します。 

１ 事業の対象等 

対象とする消防団員 対象となる消防団員数 

  

（注）対象とする消防団員（例えば、職場等での健康診断の受診機会がない

消防団員等）の欄は、具体的に記入すること。 

２ 総事業費、助成金申請額 

個別健康指導 事業完了予定日 総事業費（円） 申請金額（千円） 
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改 正 前 改 正 後 

事業の内容 

 年 月 日   

 年 月 日   

 年 月 日   

（注１）個別健康指導事業の内容については、本事業の対象事業の該当項目

（「消防団員の個別健康指導体制に係る取組」又は「消防団員の健康

増進に係る取組」）を記入すること。 

（注２）総事業費の欄は、事業費の総額（消費税を含む。）を記入するこ

と。 

（注３）申請金額の欄は、千円未満の端数を切捨てた金額を記入すること。 

３ 担当者連絡先 

所   属 部          課（室） 

職名・氏名  

所在地等 

〒□□□‐□□□□ 

 

TEL         FAX 

メールアドレス 

添付書類 

１ 個別健康指導事業の内容ごとの内訳を詳細に示した書類（例えば、

「運営費」については、会議費（会場借上代等）や医師・保健師などの

スタッフの賃金の見込等を示したもの等） 

２ 消防団の現況（申請する年度の 4 月 1 日現在の実員数がわかるもの。

事業の内容 

 年 月 日   

 年 月 日   

 年 月 日   

（注１）個別健康指導事業の内容については、本事業の対象事業の該当項目

（「消防団員の個別健康指導体制に係る取組」又は「消防団員の健康

増進に係る取組」）を記入すること。 

（注２）総事業費の欄は、事業費の総額（消費税を含む。）を記入するこ

と。 

（注３）申請金額の欄は、千円未満の端数を切捨てた金額を記入すること。 

３ 担当者連絡先 

所   属 部          課（室） 

職名・氏名  

所在地等 

〒□□□‐□□□□ 

 

TEL         FAX 

メールアドレス 

添付書類 

１ 個別健康指導事業の内容ごとの内訳を詳細に示した書類（例えば、

「運営費」については、会議費（会場借上代等）や医師・保健師などの

スタッフの賃金の見込等を示したもの等） 

２ 消防団の現況（申請する年度の 4 月 1 日現在の実員数がわかるもの。
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改 正 前 改 正 後 

組織構成、配置状況等） 

様式第９ 

消基発第  号 

年  月  日 

 市町村等の長 あて 

消防団員等公務災害補償等共済基金 

理事長名          印 

消防団員個別健康指導事業助成金決定通知書 

貴団体が実施する標記事業について次のとおり助成すること（しないこ

と）と決定したので、通知します。 

なお、本事業に係る完了報告書（様式第１０）の提出期限は、本事業の完

了後 1月以内（遅くとも当該年度の 1月 31日まで）となっておりますので、

期限を厳守のうえ、事業が完了したときは、当基金に直接提出願います。 

（単位：千円） 

個別健康指導事業の内容 助成金決定額 

  

  

  

  

合  計  

※ 助成金決定額は千円未満切捨て 

様式第１０ 

組織構成、配置状況等） 

様式第９ 

消基発第  号 

年  月  日 

 市町村等の長 あて 

消防団員等公務災害補償等共済基金 

理事長名 

消防団員個別健康指導事業助成金決定通知書 

貴団体が実施する標記事業について次のとおり助成すること（しないこ

と）と決定したので、通知します。 

なお、本事業に係る完了報告書（様式第１０）の提出期限は、本事業の完

了後 1月以内（遅くとも当該年度の 1月 31日まで）となっておりますので、

期限を厳守のうえ、事業が完了したときは、当基金に直接提出願います。 

（単位：千円） 

個別健康指導事業の内容 助成金決定額 

  

  

  

  

合  計  

※ 助成金決定額は千円未満切捨て 

様式第１０ 
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改 正 前 改 正 後 

番   号 

年 月 日 

消防団員等公務災害補償等共済基金理事長 あて 

市町村等の長名 印 

個別健康指導事業完了報告書 

 標記事業が完了したので、次のとおり報告します。 

１ 完了した個別健康指導事業の内容及び確定を受けようとする助成金額 

個別健康指導

事業の内容 
事業完了日 総事業費（円） 合計（円） 

 年 月 日   

 年 月 日  

 年 月 日  

助成金額（千円）  

（注１）個別健康指導事業の内容については、本事業の対象事業の該当項目

（「消防団員の個別健康指導体制に係る取組」又は「消防団員の健康

増進に係る取組」）を記入すること。 

（注２）総事業費の欄は、事業費の総額（消費税を含む。）を記入するこ

と。 

（注３）助成金額の欄は、基金が定めた上限額、又は、総事業費を合計した

額の千円未満の端数を切捨てた金額を記入すること。 

（注４）事業完了日の欄には、事業を完了した日（健康診断を実施した場合

については、実施した最後の日）を記入すること。 

（注５）申請金額は、総事業費の一部であっても可とする。 

番   号 

年 月 日 

消防団員等公務災害補償等共済基金理事長 あて 

市町村等の長名 

個別健康指導事業完了報告書 

 標記事業が完了したので、次のとおり報告します。 

１ 完了した個別健康指導事業の内容及び確定を受けようとする助成金額 

個別健康指導

事業の内容 
事業完了日 総事業費（円） 合計（円） 

 年 月 日   

 年 月 日  

 年 月 日  

助成金額（千円）  

（注１）個別健康指導事業の内容については、本事業の対象事業の該当項目

（「消防団員の個別健康指導体制に係る取組」又は「消防団員の健康

増進に係る取組」）を記入すること。 

（注２）総事業費の欄は、事業費の総額（消費税を含む。）を記入するこ

と。 

（注３）助成金額の欄は、基金が定めた上限額、又は、総事業費を合計した

額の千円未満の端数を切捨てた金額を記入すること。 

（注４）事業完了日の欄には、事業を完了した日（健康診断を実施した場合

については、実施した最後の日）を記入すること。 

（注５）助成金額は、総事業費の一部であっても可とする。 
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改 正 前 改 正 後 

２ 助成金決定を受けた内容 

個別健康指導

事業の内容 
事業完了予定日 総事業費（円） 合計（円） 

 年 月 日   

 年 月 日  

 年 月 日  

申請金額（千円）  

※ 基金から助成金決定を受けた内容を記入すること。 

添付書類 

１ 事業に係る請求書又は領収書（支払先への振込依頼書の写しでも可）

の写し 

２ 事業の内容を明らかにした写真（個別健康指導等の様子を写したもの

等） 

３ 事業に参加した消防団員等及び健康増進担当部局（保健所等）の人数

を明示するなど事業の内容（講習の内容等）がわかる資料 

３ 助成金の振込先（市町村等の指定金融機関） 

金融機関名 
銀行・信金・信組       本店 

農協・信漁連         支店 

金融機関コード 

（必ず記入を） 

 支店コード 

（必ず記入を） 

 

□普通 □当座 □別段 

（該当種別に必ずレ印を） 
口座番号 

 

２ 助成金決定を受けた内容 

個別健康指導

事業の内容 
事業完了予定日 総事業費（円） 合計（円） 

 年 月 日   

 年 月 日  

 年 月 日  

申請金額（千円）  

※ 基金から助成金決定を受けた内容を記入すること。 

添付書類 

１ 事業に係る請求書又は領収書（支払先への振込依頼書の写しでも可）

の写し 

２ 事業の内容を明らかにした写真（個別健康指導等の様子を写したもの

等） 

３ 事業に参加した消防団員等及び健康増進担当部局（保健所等）の人数

を明示するなど事業の内容（講習の内容等）がわかる資料 

３ 助成金の振込先（市町村等の指定金融機関） 

金融機関名 
銀行・信金・信組       本店 

農協・信漁連         支店 

金融機関コード 

（必ず記入を） 

 支店コード 

（必ず記入を） 

 

□普通 □当座 □別段 

（該当種別に必ずレ印を） 
口座番号 
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改 正 前 改 正 後 

フリガナ  

預金名義者 
 

 

※ 原則、基金からの公務災害補償費、退職報償金の支払口座とする。 

４ 担当者連絡先 

所   属 部          課（室） 

職名・氏名  

所在地等 

〒□□□‐□□□□ 

 

TEL         FAX 

メールアドレス 

様式第１１ 

消基発第  号 

年  月  日 

 市町村等の長 あて 

消防団員等公務災害補償等共済基金 

理事長名          印 

消防団員個別健康指導事業助成金確定・交付通知書 

 標記について次のとおり確定し、交付しますので通知します。 

１ 助成金の確定・交付 

（単位：千円） 

個別健康指導事業の内容 助成金確定・交付額 

フリガナ  

預金名義者 
 

 

※ 原則、基金からの公務災害補償費、退職報償金の支払口座とする。 

４ 担当者連絡先 

所   属 部          課（室） 

職名・氏名  

所在地等 

〒□□□‐□□□□ 

 

TEL         FAX 

メールアドレス 

様式第１１ 

消基発第  号 

年  月  日 

 市町村等の長 あて 

消防団員等公務災害補償等共済基金 

理事長名 

消防団員個別健康指導事業助成金確定・交付通知書 

 標記について次のとおり確定し、交付しますので通知します。 

１ 助成金の確定・交付 

（単位：千円） 

個別健康指導事業の内容 助成金確定・交付額 
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改 正 前 改 正 後 

  

  

  

  

合  計  

※ 助成金確定・交付額は千円未満切捨て 

２ 交付予定日 

      年  月  日 

３ 助成金の振込先 

  貴職が指定した口座 

  

  

  

  

合  計  

※ 助成金確定・交付額は千円未満切捨て 

２ 交付予定日 

      年  月  日 

３ 助成金の振込先 

  貴職が指定した口座 

 


